
エレクトロニクス分野エレクトロニクス分野エレクトロニクス分野エレクトロニクス分野 製品カテゴリー別業績製品カテゴリー別業績製品カテゴリー別業績製品カテゴリー別業績（監査対象外）（監査対象外）（監査対象外）（監査対象外） 
      

     ６月６月６月６月30303030日に終了した日に終了した日に終了した日に終了した3333ヵ月間ヵ月間ヵ月間ヵ月間            （単位：億円）（単位：億円）（単位：億円）（単位：億円）  

 売上高および営業収入売上高および営業収入売上高および営業収入売上高および営業収入    2001  2002  増減 

オーディオ        
外部顧客に対するもの ¥ 1,698  ¥ 1,615  -4.9% 
カテゴリー間取引およびセグメント間取引  21   22   
計  1,719   1,637  -4.8 

   
ビデオ        
外部顧客に対するもの  2,000   2,114  +5.7 
カテゴリー間取引およびセグメント間取引  13   28   
計  2,013   2,142  +6.4 

   
テレビ        
外部顧客に対するもの  1,525   1,947  +27.7 
カテゴリー間取引およびセグメント間取引  6   41   
計  1,531   1,988  +29.8 

   
情報・通信        
外部顧客に対するもの  2,640   2,516  -4.7 
カテゴリー間取引およびセグメント間取引  27   24   
計  2,667   2,540  -4.8 

半導体        
外部顧客に対するもの  523   484  -7.5 
カテゴリー間取引およびセグメント間取引  514   426   
計  1,037   910  -12.3 

コンポーネント        
外部顧客に対するもの  1,218   1,290  +5.9 
カテゴリー間取引およびセグメント間取引  993   966   
計  2,211   2,256  +2.1 

その他        
外部顧客に対するもの  1,080   1,302  +20.6 
カテゴリー間取引およびセグメント間取引  1,444   1,156   
計  2,524   2,458  -2.6    

カテゴリー間取引消去  (1,502)   (1,742)   
合計 ¥ 12,200  ¥ 12,189  -0.1% 

  営業利益（損失）営業利益（損失）営業利益（損失）営業利益（損失）    2001  2002  増減 
        

オーディオ ¥ 23  ¥ 150  +556.0% 
ビデオ  265   440  +65.9 
テレビ  (43)   54  － 
情報・通信  (310)   (9)  － 
半導体  65   46  -29.7 
コンポーネント  15   169  +1,036.6 
その他  (110)   (208)  － 
小計  (95)   642  － 

配賦不能費用控除･カテゴリー間取引消去  110   (151)  － 

合計 ¥ 15  ¥ 491  +3,221.6% 
（注） 
1.上記の情報は「ビジネス別セグメント情報」におけるエレクトロニクス分野の売上高および営業収入･営業利益（損失） 
の内訳です。ソニーの経営者はエレクトロニクス事業を単一のオペレーティング･セグメントとして意思決定を行ってい
ますが、上記の情報は、当該セグメントを理解する上で投資家にとって有益なものであると考えています。なお、ソニーは
2002年度第１四半期より、エレクトロニクス分野の製品部門区分を一部見直しました。これにともない、前年同期の実績は
新区分に合わせて組み替え再表示されています。（製品部門の変更の詳細は、｢2002年度第１四半期連結業績のお知らせ」
２ページ「連結業績概況」注Ⅱを参照）また、携帯電話の売上は2001年度上半期まで「情報・通信」部門に区分されていまし
たが、2001年度第３四半期以降の同製品の売上は、ソニー・エリクソン・モバイルコミュニケーションズからの受託生産売
上として「その他」部門に区分されています。 

2.「その他」のカテゴリー間取引およびセグメント間取引には、主としてゲーム分野に対する売上が含まれています。 
3.「売上高および営業収入」における「外部顧客に対するもの」以外の金額情報は、米国会計原則にもとづいて開示してい
るものではありません。製品カテゴリー別の「営業利益（損失）」には、エレクトロニクス分野全体における費用の配賦計
算が反映されています。この費用の配賦計算は、米国会計原則にもとづいて行っているものではありませんが、業績情報を
提供するにあたって合理的なものであるとソニーは考えています。 


